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事務事業評価シート
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１．事務事業の位置付け ２．事務事業の概要

1

3

3

５．今後の方向性（担当室による内部評価）
 【選択肢】　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合（予定含む）、休止（予定含む）、廃止（予定
含む）、事業完了（予定含む）

継続（現行）

今後の対応方針（課題解決への取組内容、具体的な見直し内容、継続の理由等） ６．事務事業の取組に関係する市の計画

  国のひとり親家庭等への施策として、 高等職業訓練給付金については、対象資格の拡大や修
業期間が１年以上の通信講座も対象となるなど、支給要件の緩和・拡大が図られており、自立
支援教育訓練給付金においても、支給割合が２０％から６０％に給付率が引き上がっている。
法により定められた事業であることから、市としてもひとり親家庭への支援として継続して事業を
実施していく。

ばりっ子すくすく計画

４．担当室による事務事業の点検

  市ホームページや児童扶養手当の新規認定や現況届の手続きの際に、ひとり親家庭等の対象者に事業の周知を図った。
  就職に有利な資格取得のための経済的支援を実施することにより、ひとり親家庭等の子育て環境の整備・向上に必要な施策となっている。
　国が、事業対象者の拡大を図り、事業の支援内容が充実するに伴い、給付希望者が急増しているが、予算措置にあたり、今後の対応策を講じ
る必要がある。

考察（H.29年度の取組評価、課題、施策への貢献、市民との協働など）

一般財源 0 1,499 4,053 4,053 4,0530 4,053

12,160 12,160 12,160

地方債

12,160

0.16人 0.16人 0.16人

臨時職員等 0.15人 0.33人 0.33人 0.33人

0.16人

0.33人

1,778千円 1,778千円 1,778千円

①+②総事業費 0千円 7,857千円 17,991千円 17,991千円 17,991千円

0千円 1,778千円

0千円 17,991千円

②概算人件費 0千円 418千円

人
工
数

職員 0.02人

国･県支出金 5,940内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

H.31年度(計画予
算)

H.32年度(計画予
算)

H.33年度(計画予
算)H.28繰越分 H.29現年分

①直接事業費 7,439千円 16,213千円 16,213千円 16,213千円

H.29年度（決算見込） H.30年度(作成時予算額)

H.29繰越分 H.30現年分

16,213千円

福祉子ども部 子ども家庭室 福地  さおり 児童福祉総務費 母子家庭等対策費補助金

総
合
計
画

政 策 支え合い健康でいきいきと暮らせるまち 事業目的（めざす効果）

基本施策

事業内容

(H.30)No. 3029 (H.29)No. 3029

事務事業名
母子家庭等対策費補助金
（母子家庭等自立支援給付金事業）

会計区分 事業コード 190512
一般会計 （中事業名）※予算書事業名

民生費 児童福祉総務費

担当部局名 担当室名 室長名 児童福祉費 （小事業名）

地域福祉の充実   母子家庭の母又は父子家庭の父の自立を図るため、
資格や技能を修得しやすいよう支援し、就業につなげ、
ひとり親家庭等の生活の安定を図る。

施 策 子ども・子育て支援

重点プロジェクト

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画
１．自立支援教育訓練給付金事業：就職に有利な資格、
技能を取得する主体的な能力開発の取り組みを支援
し、就業につなげる。
２．高等職業訓練促進給付金事業：看護師、保育士、介
護福祉士など就職に有利な資格の取得を促進するた
め、一定期間の訓練促進給付金及び高等職業訓練修
了支援給付金を支給する。

H.29年度（事業量・取組実績） H.30年度（事業量・取組計画）

主な事業の
実績・計画

・補助金給付事業

  自立支援教育訓練給付金
→6件　264,826円
  高等職業訓練促進給付金
→10件　7,174,000円
  高等職業訓練修了支援給付
金→2件　75,000円

・補助金給付事業

  自立支援教育訓練給付金
  高等職業訓練促進給付金
  高等職業訓練修了
                    支援給付金

H.31年度(事業計画) H.32年度(事業計画) H.33年度(事業計画)

・補助金給付事業 ・補助金給付事業 ・補助金給付事業


